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国立研究開発法人国立循環器病研究センター 令和 3 年度事業報告書 

 

１．法人の長によるメッセージ 

国循は、循環器疾患の究明と制圧のために設立された国立高度専門医療研究センターです。対象

疾患は、脳・心臓循環器疾患に特化され、その予防、診断、治療法の開発、病態生理の解明を推し

進めています。また、日本全国から集った若手医療従事者に対する教育も大きな役割です。 

国循は、2019 年に、吹田市岸部に移転し、一つの建物に病院、研究所及び企業・大学と共同研究

を行うオープンイノベーションセンターの３つの機関が入る、施設面で世界レベルの医療研究機関

となりました。周辺には、吹田市民病院、大規模マンション、高齢者向け住宅、企業や国立健康・

栄養研究所が立地予定のイノベーションパークなどがあり、一帯は、北大阪健康医療都市（健都）

と呼ばれ、医療クラスターの形成を目指しています。 

また、2019 年 12 月に施行された循環器病対策基本法では、循環器疾患の究明と克服が国を挙げ

てのプロジェクトになりました。国循は、その中核となって、法の理念を体現し、国民の健康増進

を推進していく必要があります。 

このような状況を踏まえ、私は、「国循」を、「NCVC」と言えば世界中の人が知っているような、

「循環器疾患領域における世界最高峰の研究、診療機関」としたいと考えており、その実現に向け

て、2022 年 2 月に、「大津ビジョン“循環器領域における世界最高峰の機関を目指して”」を策定

いたしました。 

このビジョンでは、 

（１）循環器領域で世界最高峰の研究成果や First in Humanを含んだ診療実績を有する機関となる 

（２）産学連携の推進により、研究成果を積極的に社会に還元する 

（３）我が国のみならず世界から人材を集めるとともに、世界に優秀な人材を輩出するための教育

を行い、循環器領域の梁山泊を目指す 

の３点を、国循が目指す姿として位置付け、具体的な取組を明らかにいたしました。 

 今後は、具体的な取組をタスクに落とし込み、タスクごとにタスクリーダーの下に組織横断的な

チームを編成して、進捗管理を適切に行いながら、スピード感をもって取り組んでいきたいと考え

ています。 

このような取組を通じて、国循が、国立研究開発法人として、我が国国民のみならず、世界から

の期待に応えられるよう、組織運営を行ってまいります。 

 

２．法人の目的、業務内容 

（１）法人の目的 

国立研究開発法人国立循環器病研究センターは、循環器病に係る医療に関し、調査、研究及 

び技術の開発並びにこれらの業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うことに 

より、国の医療政策として、循環器病に関する高度かつ専門的な医療の向上を図り、もって公 

衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的としています。（高度専門医療に関する研究等を行 

う国立研究開発法人に関する法第３条第２項） 

（２）業務内容 

当法人は、高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法第３条第２項の 

目的を達成するため、以下の業務を行います。 
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Ⅰ 循環器病に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発を行うこと。 

Ⅱ 前号に揚げる業務に密接に関連する医療を提供すること。 

Ⅲ 循環器病に係る医療に関し、技術者の研修を行うこと。 

Ⅳ ⅠからⅢに揚げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行うこと。 

Ⅴ ⅠからⅣに揚げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

３．政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション） 

（１）中長期目標の期間における国の政策体系上の法人の位置付け 

研究開発法人は、健康・医療戦略推進法（平成 26 年法律第 48 号）に定める基本理念にの

っとり、先端的、学際的又は総合的な研究、すなわち医療分野の研究開発及びその成果の普

及並びに人材の育成に積極的に努めなければならないこととされている。国立高度専門医療

研究センター（以下「NC」という。）は、国立研究開発法人として、前述の理念に基づき、

研究開発等を推進していくこととされています。 

また、厚生労働省が掲げる政策体系における基本目標（安心・信頼してかかれる医療の確

保と国民の健康づくりを推進すること）及び施策目標（国が医療政策として担うべき医療（政

策医療）を推進すること）を踏まえ、NC においても、国民の健康に重大な影響のある特定の

疾患等に係る医療や高度かつ専門的な医療、すなわち政策医療を向上・均てん化させること

とされています。 

（２）法人の役割（ミッション） 

国立研究開発法人国立循環器病研究センター（以下「センター」という。）は、高度専門医

療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律（平成 20 年法律第 93 号）第３条第

２項の規定に基づき、循環器病に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれら

の業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国の医療政策とし

て、循環器病に関する高度かつ専門的な医療の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進

に寄与することとされています。 

また、通則法第２条第３項の規定に基づき、国立研究開発法人として、我が国における科

学技術の水準の向上を通じた国民経済の健全な発展その他の公益に資するため研究開発の最

大限の成果を確保することとされている。このうち、研究開発及び医療の提供については、 

・ 高度かつ専門的な新しい治療法やその他の治療成績向上に資するための研究開発及び 

これらの業務に密接に関連する医療の提供等 

・ 難治性・希少性の疾患に関する研究開発及びこれらの業務に密接に関連する医療の提 

供等 

・ 学会等が作成する診療ガイドラインの作成・改訂及び医療の質の向上に必要な指標・  

根拠に基づく医療（EBM）・個別化医療の確立に資するような研究開発 

・ 中長期に渡って継続的に実施する必要のあるコホート研究等の研究基盤の整備と NC

をはじめとする研究機関間のデータシェアリングに重点的に取り組むものとされていま

す。 
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４．中長期目標 

（１）概要（中長期目標期間：令和 3 年 4 月～令和 9 年 3 月） 

世界に先駆けて少子・超高齢社会を迎え、人口構造や疾病構造が急激に変化しつつある我

が国においては、健康長寿社会の実現が喫緊の課題となっています。 

「健康・医療戦略」（令和２年３月 27 日閣議決定）においては、健康寿命を延伸し、平均

寿命との差を短縮するためには生活習慣病、運動器系・感覚器系や、老化に伴う疾患、認知

症などの精神・神経の疾患への対応が課題となる中、診断・治療に加えて予防の重要性が増

すと同時に、罹患しても日常生活に出来るだけ制限を受けず、疾病と共生していくための取

組が望まれているとされています。 

また、現在及び将来の我が国において社会課題となる疾患分野として、生活習慣病領域に

ついて個人に最適な糖尿病等の生活習慣病の重症化予防方法及び重症化後の予後改善、QOL

向上等に資する研究開発、AI 等を利用した生活習慣病の発症を予防する新たな健康づくりの

方法の確立や、循環器病の病態解明や革新的な予防、診断、治療、リハビリテーション等に

関する方法に資する研究開発等を推進することが示されています。 

さらに、循環器病については、個々の患者に対する適切な医療の提供や循環器病の発症状

況や診療状況等の現状の把握に基づいた、予防、医療機関の整備、研究の推進等の循環器病

対策が急務となっており、健康寿命の延伸等を図るための脳卒中、心臓病その他の循環器病

に係る対策に関する基本法(平成 30 年法律第 105 号。以下「循環器病対策基本法」という。）

においても、基本的施策の一つとして、情報の収集提供体制の整備等が挙げられています。 
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加えて、AI、ロボット、ビッグデータなどのデジタル技術とデータの利活用が、産業構造

や経済社会システム全体に大きな影響を及ぼしつつあり、とりわけ、健康・医療分野は、こ

れらの技術を活かし得る分野の一つとして、創薬等の研究開発の進展や、ゲノム解析などの

技術を活用した新たなヘルスケアサービスの創出等が見込まれています。 

このため、「健康・医療戦略」（令和２年３月 27 日閣議決定）に即して策定された「医療分

野研究開発推進計画」（令和２年３月 27 日健康・医療戦略推進本部決定）を踏まえ、ゲノム

医療や個別化医療の実現、基礎研究から実用化までの一貫した研究開発に関して重点的に取

り組むとともに、各研究開発の質の向上に努めることとされています。 

また、循環器病対策基本法を踏まえ、その目指す姿の実現に向けた積極的な貢献を図ると

ともに、循環器病対策基本法第 12条に規定する循環器病の予防等の推進の取組の一貫として、

地域の様々な主体と連携した住民参加型の街づくり・健康づくりへの積極的な参画と発信に

取り組むものとされています。 

なお、詳細については、第３期中長期目標をご覧ください。 

（２）一定の事業等のまとまりごとの目標 

国立循環器病研究センターは、中長期目標における一定の事業等のまとまりごとの区分に

基づくセグメント情報を開示しています。 

具体的な区分名は以下のとおりです。 

 

一定の事業等のまとまり（セグメント区分） 

研究事業 循環器疾患に関する戦略的かつ重点的な研究・開発を推進することを

目的とした事業 

臨床研究事業 治療成績及び患者の QOL の向上につながる臨床研究及び治験等を推

進することを目的とした事業 

診療事業 循環器疾患の患者及びその家族の視点に立った、良質かつ安全な医療

を提供することを目的とした事業 

教育研修事業 循環器疾患に対する研究・医療の専門家（看護師、薬剤師等のコメデ

ィカル部門も含む）の育成を積極的に行うことを目的とした事業 

情報発信事業 研究成果等や収集した国内外の最新知見等の情報を迅速かつ分かり易

く、国民及び医療機関に提供することを目的とした事業 

 

５．法人の長の理念や運営上の方針・戦略等 

（１）理念と基本方針 

  ①理念 

   私たちは、国民の健康と幸福のため、高度専門医療研究センターとして循環器疾患の究明 

と制圧に挑みます。 

②基本方針 

 ・循環器病のモデル医療や世界の先端に立つ高度先駆的医療を提供します。 

 ・透明性と高い倫理性に基づいた安全で質の高い医療を実現します。 

 ・研究所と病院が一体となって循環器病の最先端の研究を推進します。 
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 ・循環器病医療にかかわるさまざまな専門家とリーダーを育成します。 

 ・全職員が誇りとやりがいを持って働ける環境づくりを実践します。 

（２）業務運営の方針 

業務の質の向上及びガバナンスの強化を目指し、かつ、効率的な業務運営体制とするため、 

定期的に事務及び事業の評価を行い、役割分担の明確化及び職員の適正配置等を通じ、弾力 

的な組織の再編及び構築を行い、働き方改革への対応として、労働時間短縮に向けた取組

やタスク・シフティング及びタスク・シェアリングを推進することとされています。 

また、独立行政法人に関する制度の見直しの状況を踏まえ適切な取組を行うこととし、セ 

ンターの効率的な運営を図るため、以下の取組を進めることとされています。 

・効率的な業務運営体制の構築 

・人件費の適正化 

・調達コスト削減、後発医薬品の使用促進、医業未収金の解消及び一般管理費の削減 

・財務内容の改善 

・電子化の推進による業務の効率化 

・法令遵守等内部統制の適切な構築 

・人事交流の推進、人材確保、女性職員の雇用促進及び職場環境の改善等 

 

６．中長期計画及び年度計画 

当法人は、中長期目標を達成するための中長期計画と当該計画に基づく年度計画を作成してい

ます。中長期計画と当事業年度に係る年度計画との関係は次のとおりです。 

なお、詳細につきましては、第 3 期中長期計画及び年度計画をご覧ください。 

 

第 3 期中長期計画と主な指標等 令和 3 年度計画と主な指標等 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

＜担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究・開発の推進＞ 

重要度【高】、難易度【高】、重点化対象項目 

センターはこれまで研究開発、標準医療の確立と普

及、政策提言など、循環器病克服のため、センターが

果たしてきた役割は極めて大きい。さらに、平成 30

年 12 月に成立した「健康寿命の延伸等を図るための

脳卒中、心臓病その他の循環器病に係る対策に関する

基本法(平成 30 年法律第 105 号。以下「循環器病対策

基本法」という。)」では、第 18 条第２項でセンター

等の協力を得て全国の循環器病に関する症例に係る

情報の収集及び提供を行う体制を整備、第 14 条で医

療機関の整備等（連携協力体制の構築）、第 15 条で循

環器病患者等の生活の質の維持向上のために必要な

措置を講ずべき旨が定められている。したがって、セ

ンターでは、循環器病対策基本法の目指す姿の実現に

向けた積極的な貢献を図っていくものとする。 
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１ 重点的な研究・開発 

① 循環器病患者の救命と生涯にわたる予後改善の

ために不可欠となる革新的な医療機器の開発 

 

 

 

 

② 病態や発症機序未解明・治療法未解明疾患に対し

ての新たな分子・遺伝学的解析法による病態解明と

治療法の開発 

 

 

 

 

③ 致命的循環器疾患の救急治療法や難治性循環器

疾患の早期診断・革新的治療法の研究開発 

 

 

 

④ 成人先天性心疾患のような診療科横断的な疾患

について、標準治療法を開発するための多施設共同

研究 

 

 

⑤ 住民コホート及び疾患コホートの連結によるシ

ームレスライフステージコホートの解析並びに診

療実態の把握及びコホート研究結果に基づく AI に

よる未来予測・予知医療の具現化 

 

 

 

２ 戦略的な研究・開発 

① 革新的な医療機器・医薬品の開発 

 

 

 

 

 

② 循環器領域・生活習慣病領域における予防法・新

１ 重点的な研究・開発 

① 循環器病患者の救命と生涯にわたる予後改善のため

に不可欠となる革新的な医療機器の開発 

・ 循環不全・呼吸不全患者に対する体外式膜型人

工肺（ECMO）等の医療機器を用いた安全な治療

法等の開発 

等 

② 病態や発症機序未解明・治療法未解明疾患に対して

の新たな分子・遺伝学的解析法による病態解明と治療

法の開発 

・ 未解明の先天性不整脈疾患・血管疾患・脂質異常

症等の原因遺伝子の全ゲノム解析・ゲノムワイド関

連解析・polygenic risk score 検討等による解明。 

等 

③ 致命的循環器疾患の救急治療法や難治性循環器疾患

の早期診断・革新的治療法の研究開発 

・ 移植医療不可又は治療抵抗性の心不全予防に効果

的な心筋再生医療のための新規治療法の開発。 

等 

④ 成人先天性心疾患のような診療科横断的な疾患につ

いて、標準治療法を開発するための多施設共同研究 

・ 肥大型心筋症や心臓サルコイドーシスに関する多

施設登録研究を推進し、標準治療法を開発する。 

等 

⑤ 住民コホート及び疾患コホートの連結によるシーム

レスライフステージコホートの解析並びに診療実態の

把握及びコホート研究結果に基づく AI による未来予

測・予知医療の具現化 

・ 各ライフステージに応じて変化する女性特有の予

防医療に関する研究 

等 

２ 戦略的な研究・開発 

① 革新的な医療機器・医薬品の開発 

・ 致命的又は難治性の循環器疾患や極めて不安定な

循環動態を制御する革新的な人工心臓や循環補

助・呼吸補助システム等の医療機器を用いた革新的

治療法の開発 

等 

② 循環器領域・生活習慣病領域における予防法・新規



7 

 

規治療法の研究開発 

 

 

 

 

③ 革新的な治療法・診断法の研究開発 

 

 

 

 

 

④ 国際展開を踏まえた多施設共同研究の実施と施

設のネットワーク化 

 

 

 

 

⑤ より健康的なライフスタイルのための生活習慣

改善法等の開発 

 

 

 

 

 

 

３ 国立高度専門医療研究センター間の横断領域に

おける連携推進 

 

 

 

 

治療法の研究開発 

・ 人工知能等を活用した、心不全や無症候性未破裂

脳動脈瘤等の未来予測・予知医療や予後予測に関す

る研究 

等 

③ 革新的な治療法・診断法の研究開発 

・ 革新的診断技術の開発 

脳梗塞・脳出血等の予見を目的とした脳微細血管

撮像用 MRI 造影剤を開発し、その安全性試験デー

タセットを取得して非臨床 POC の構築など 

等 

④ 国際展開を踏まえた多施設共同研究の実施と施設の

ネットワーク化 

・ 米国、フランス、シンガポール、ケニア、ナイジ

ェリア等の研究機関と脳卒中に関する国際共同研

究の推進。 

等 

⑤ より健康的なライフスタイルのための生活習慣改善

法等の開発 

・ 加齢や寝たきりに伴う疾患（認知症、フレイル等）

の発症要因やメカニズムあるいは重症化機序を解

明し、生体スマートデバイスなどの低侵襲医療機器

やロボティックス等を活用した予防法、診断法、治

療法の開発 

等 

３ 国立高度専門医療研究センター間の横断領域におけ

る連携推進 

国立高度専門医療研究センター医療研究連携推進

本部（JH）において、NC 間の疾患横断領域を中心と

した研究開発の推進とそのための基盤整備、人材育成

等に取り組む。 

（指標） 

① 医療推進に大きく貢献する成果（21 件以上／中

長期期間中（令和 3 年度から令和 8 年度までの 6

年間）） 

② 英文の原著論文数（2,300 件以上／中長期期間中

（令和 3 年度から令和 8 年度までの 6 年間）） 

（指標） 

① 医療推進に大きく貢献する成果（年 4 件以上） 

 

② 英文の原著論文数（年 383 件以上） 

＜実用化を目指した研究・開発の推進及び基盤整備＞ 

重要度【高】、重点化対象項目 
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１ オープンイノベーションセンター（OIC）を核と

した産学官等との連携強化 

 

 

 

 

 

２ 創薬オミックス解析センターの機能整備 

 

 

 

３ 臨床研究の基盤整備 

 

 

 

４ 循環器疾患情報の収集・登録体制の構築 

 

 

 

 

 

５ 情報通信システムを用いたロボット技術の活用 

 

 

 

６ 難治性・希少性疾患の原因究明や創薬に資する治

験・臨床研究 

 

 

 

 

 

７ 知的財産の活用 

 

 

 

８ 研究倫理体制の整備・強化と推進 

 

 

１ オープンイノベーションセンター（OIC）を核とし

た産学官等との連携強化 

オープンイノベーションラボ（OIL）に医薬、医療

機器、デジタル分野の企業も含め様々な領域の企業の

誘致を促進し、センターと企業等が“一つ屋根の下”

で連携を密にし、最先端医療・医療技術の開発で世界

をリードするなど。 

２ 創薬オミックス解析センターの機能整備 

ゲノム医療と創薬を進めるために、創薬オミックス

解析センターにおいて、ゲノム、トランスクリプトー

ム、プロテオームの高度な解析機能整備を進める。 

３ 臨床研究の基盤整備 

病院で発生しているほとんど全てのリアルワール

ドデータを集約・管理する統合データベース（DB）

の開発など。 

４ 循環器疾患情報の収集・登録体制の構築 

国及び地方自治体、医療機関、関係学会等と協力し

て脳卒中・循環器病の情報の収集を行うほか、循環器

病対策基本法に基づく、循環器病の症例に関する診療

情報を収集・活用する公的な枠組みの構築への積極的

に貢献する。 

５ 情報通信システムを用いたロボット技術の活用 

遠隔診断・在宅時の診断と治療、リモート医療シス

テム構築のための高速かつ安全な情報通信システム

及びロボット化の研究を推進する。 

６ 難治性・希少性疾患の原因究明や創薬に資する治

験・臨床研究 

・ バイオバンクにおいてセンター内外から難治性・

希少性疾患のバイオリソースの収集を進めるとと

もに、それらを活用した基礎研究・臨床研究を OIL

や外部機関との共同研究も含め活用できる仕組み

の推進など。 

７ 知的財産の活用 

センターのニーズ・シーズを各機関との連携によ

り、革新的な医薬品・医療機器・医療技術を創出する

など。 

８ 研究倫理体制の整備・強化と推進 

研究者と研究関係者に対して研究倫理に関する教

育と研究倫理コンサルテーションの実施など。 
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９ 研究支援の強化 

 

 

 

 

 

10 健都のまちづくりへの積極的な貢献と住民参加

型の実証実験の推進 

 

 

11 臨床研究の質の向上 

 

９ 研究支援の強化 

競争的研究資金を財源とする研究開発について、科

研費や AMED 研究費の更なる採択率の向上や資金獲

得を向上させるため、リサーチ・アドミニストレータ

ー等により、事前査読を行う等、より適切な研究課題

を提案できる仕組みを強化する。 

10 健都のまちづくりへの積極的な貢献と住民参加型

の実証実験の推進 

健都の中核として住民参加型の街づくり・健康づく

りへの積極的な参画と発信に取り組む。 

11 臨床研究の質の向上 

研究相談・統計及びデータマネジメント相談や臨床

研究セミナーの開催を行い、社会的及び学術的な意義

を有する研究が実施できるよう十分な教育など。 

（指標） 

① ファースト・イン・ヒューマン試験実施件数（6

件以上／中長期期間中（令和 3 年度から令和 8

年度までの 6 年間）） 

② 医師主導治験実施件数（13 件以上／中長期期間

中（令和 3 年度から令和 8 年度までの 6 年間）） 

③ 先進医療承認件数（5 件以上／中長期期間中（令

和 3 年度から令和 8 年度までの 6 年間）） 

④ 学会等が作成するガイドラインへの採用件数（延

べ 95 件以上／中長期期間中（令和 3 度から令和

8 年度までの 6 年間）） 

⑤ 臨床研究実施件数（延べ 3,600 件以上／中長期期

間中（令和 3 度から令和 8 年度までの 6 年間）） 

⑥ 治験実施件数（延べ 300 件以上／中長期期間中

（令和 3 度から令和 8 年度までの 6 年間）） 

⑦ 医療法第 4条の３第 1項第1号に規定する特定臨

床研究の実施に伴い発表した質の高い論文数（年

10 報以上） 

⑧ 主導的に実施した臨床研究（特定臨床研究等）数 

（年 5 件以上） 

⑨ 共同研究（共同研究契約を締結したもの）件数 

（年 70 件以上） 

（指標） 

① ファースト・イン・ヒューマン試験実施件数（年 1

件以上） 

 

② 医師主導治験実施件数（年 2 件以上） 

 

③ 先進医療承認件数（年 1 件以上） 

 

④ 学会等が作成するガイドラインへの採用件数（年 16

件以上） 

 

⑤ 臨床研究実施件数（年 600 件以上） 

 

⑥ 治験実施件数（年 50 件以上） 

 

⑦ 医療法第 4 条の３第 1 項第 1 号に規定する特定臨床

研究の実施に伴い発表した質の高い論文数（年 10

報以上） 

⑧ 主導的に実施した臨床研究（特定臨床研究等）数 

（年 5 件以上） 

⑨ 共同研究（共同研究契約を締結したもの）件数 

（年 70 件以上） 

＜医療の提供に関する事項＞ 

重要度【高】、重点化対象項目 

循環器病対策基本法に基づく専門的な循環器病に １ 医療政策の一環として、センターで実施すべき高度
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係る医療提供体制について、センターは、心臓病と脳

卒中の両者を対象とした世界でも稀有な最先端の医

療・研究施設として、近隣の医療施設、救急隊との緊

密な連携を構築し、脳卒中・循環器病の予後の改善を

もたらす至適な医療体制を構築し、その成果を発信す

る。革新的な診断・治療の開発を先導し、シームレス

な医療体制の中で、その効果を検証し、均てん化に資

する。 

かつ専門的な医療、標準化に資する医療の提供 

① 高度・専門的な医療の提供 

② 新たな診療体制モデルの構築・提供 

③ 移植医療の推進 

④ 医療の質の評価等 

２ 患者の視点に立った良質かつ安心な医療の提供 

① 循環器病の先制医療・個別化医療の実施 

② 価値に基づく医療の推進 

③ 医療安全管理体制及び感染対策の充実・強化 

④ 循環器終末期医療モデルの確立 

⑤ 医療倫理に基づく質の高い医療の推進 

⑥ 循環器病の遠隔医療の開発・実施 

⑦ 効率的及び効果的な病院運営 

⑧ チーム医療の推進 

⑨ 急性期から回復期、維持期、再発防止まで切れ目

のない適切な医療の提供 

（指標） 

① 致命的脳梗塞・認知症予防のための心房細動の根

治治療件数（年 430 件以上） 

② 補助人工心臓装着患者の社会復帰を目指した外

来管理患者数（年 100 件以上） 

③ 超急性期脳梗塞への再灌流療法（静注血栓溶解お

よび機械的血栓回収）件数（年 150 件以上） 

④ 効果的かつ効率的な病院運営 

入院実患者数、病床利用率、平均在院日数、手術件

数の数値目標を年度計画で定める 

（指標） 

① 致命的脳梗塞・認知症予防のための心房細動の根治

治療件数（年 430 件以上） 

② 補助人工心臓装着患者の社会復帰を目指した外来管

理患者数（年 100 件以上） 

③ 超急性期脳梗塞への再灌流療法（静注血栓溶解およ

び機械的血栓回収）件数（年 150 件以上） 

④ 効果的かつ効率的な病院運営 

・手術件数（7,000 件以上） 

・病床利用率（92.7％以上） 

・平均在院日数（12.8 日以下） 

・入院実患者数（12,000 人以上） 

＜人材育成に関する事項＞ 

１ リーダーとして活躍できる人材の育成 

 

 

 

 

２ モデル的研修・講習の実施 

 

 

 

 

１ リーダーとして活躍できる人材の育成 

新専門医制度等に対応した教育・研修や看護師等医

療従事者の教育・研修の更なる充実を図ることによ

り、循環器病領域の医療におけるリーダーとして活躍

できる人材育成を推進するなど。 

２ モデル的研修・講習の実施 

「循環器病診療に従事する医師、看護師、診療放射

線技師、臨床検査技師及び臨床工学技士の研修」を開

催し、循環器医療の均てん化を推進するほか、救急隊

への教育を実施し、病院前救護の改善を図るなど。 
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３ 最先端の医療技術の研修 

 

３ 最先端の医療技術の研修 

実体験型と仮想体験型の両者を兼ね備えた Mixed 

Reality を駆使したトレーニングシステムに遠隔教育

システムを取り入れ、「日本唯一の循環器医療に特化

したトレーニングセンター」として全国展開を目指す

など。 

（指標） 

① 医療従事者等の研修受入人数（年 400 人以上） 

（指標） 

① 医療従事者等の研修受入人数（年 400 人以上） 

＜医療政策の推進等に関する事項＞ 

１ 国への政策提言に関する事項 

 

 

 

２ 医療の均てん化並びに情報の収集及び発信に関

する事項 

 

 

 

 

３ 公衆衛生上の重大な危害への対応 

 

１ 国への政策提言に関する事項 

循環器病に関する研究・開発を推進する中で明らか

となった課題の解決策等について、科学的見地や医療

経済学的な観点から専門的提言を行うなど。 

２ 医療の均てん化並びに情報の収集及び発信に関する

事項 

循環器医療の最後の砦として地域の医療機関との

連携協力体制の構築をより一層強化するとともに、全

国の循環器医療の質の向上と均てん化を目指して、よ

りシステマティックなネットワークを構築する。 

３ 公衆衛生上の重大な危害への対応 

国の要請に応じて、国内外の公衆衛生上重大な危害

が発生し又は発生しようとしている場合には、循環器

病に関する範囲内にて、可能な限り適切な対応を行

う。 

（指標） 

① ホームページアクセス件数（年 1,400 万件） 

 （指標） 

① ホームページアクセス件数（年 1,400 万件） 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

１ 効率的な業務運営に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

２ 電子化の推進 

 

１ 効率的な業務運営体制 

業務の質の向上及びガバナンスの強化を目指し、か

つ、効率的な業務運営体制とするため、弾力的な組織

の再編及び構築を行う。 

・働き方改革への対応として、労働時間短縮に向けた

取組やタスク・シフティング及びタスク・シェアリ

ングの推進 

・効率化による収支改善 

２ 電子化の推進 

業務の効率化及び質の向上を目的とした電子化に

ついては、費用対効果を勘案しつつ会議の開催方法や

資料、決裁済等の電子化の推進など。 
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（指標） 

① 経常収支率（6 年間累計 100％以上） 

② 後発医薬品の数量シェア（中長期目標期間の通じ

て 85％以上） 

③ 一般管理費（人件費、公租公課を除く）（令和 2

年度に比し、最終年度において 5％以上削減） 

④ 医業未収金比率（医業未収金比率 0.1 に比して低

減） 

（指標） 

① 経常収支率（6 年間累計 100％以上） 

② 後発医薬品の数量シェア（診療報酬最上位基準の数

量シェア 85％以上） 

③ 一般管理費（人件費、公租公課を除く）（令和 2 年度

に比し、最終年度において 5％以上削減） 

④ 医業未収金比率（医業未収金比率 0.1 に比して低

減）） 

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

① 財務内容の改善 

 

② 短期借入金の限度額 

③ 不要財産等の財産の処分の計画 

④ ③の財産以外の重要な財産の譲渡等に関する計

画 

⑤ ⑤ 剰余金の使途 

① 自己収入の増加 

② 資産及び負債の管理 

③ 短期借入金の限度額の設定 

④ なし 

⑤ ④の財産以外の重要な財産の譲渡等に関する計画 

 

⑥ 剰余が生じた場合は、将来の投資等に充当 

（指標） （指標） 

繰越欠損金（令和 2 年度に比し、6 年間累計 3.0％以

上削減） 

繰越欠損金（令和 2 年度に比し、6 年間累計 3.0％以上削

減） 

Ⅳ．その他業務運営に関する重要事項 

１ 法令遵守等内部統制の適切な構築 

 

２ 人事の最適化 

 

 

 

 

３ 施設・設備整備、情報セキュリティ対策等 

１ 法令遵守等内部統制の適切な構築 

法令遵守等の内部統制のため、監事の機能を強化等

により、内部統制の一層の充実・強化を図る。 

２ 人事の最適化 

人事交流の推進、離職防止や復職支援対策による医

師・看護師等の人材確保等、女性職員の雇用促進、業

績評価及び職場環境の改善等 

３ 施設・設備整備、情報セキュリティ対策等 

施設・設備整備の方針、適切な情報セキュリティー

対策の推進、積立金の処分等 

※「重要度【高】」及び「難易度【高】」は、中長期目標において設定されています。 

 

７．持続的に適正なサービスを提供するための源泉 

（１）ガバナンスの状況 

国立循環器病研究センターのガバナンス体制は次の通りです。平成 26 年の独立行政法人通 

則法の一部改正等を踏まえ、平成 27 年に内部統制規程を改定し、内部統制の目的が、役員及 

び職員が中長期目標等に基づき法令等を遵守しつつ業務を行い、業務の有効性及び効率性、 

事業活動に関わる法令等の遵守、資産の保全、財務報告等の信頼性を確保するためであるこ 

とを明確化いたしました。また、内部監査や会計監査人による監査等、定期的なモニタリン 
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グ等を実施しております。 

なお、内部統制の詳細につきましては、業務方法書及び内部統制規程をご覧ください。 

 

 

（２）役員等の状況 

  ①役員の状況                        （令和 4年 4月 1日現在） 

職  名 氏   名 任    期 担  当 経      歴 

       平成２４年１月 

理 事 長 大 津 欣 也 自 令和 ３年４月 １日 
 英国キングスカレッジロンドン 

循環器科教授 

    至 令和 ９年３月３１日  令和３年４月 

         （現職） 

       平成２７年４月 

理  事 望 月 直 樹 自 令和 ４年４月 １日 
管理運営 
担当 

国立循環器病研究センター研究所 
副所長 

    至 令和 ６年３月３１日  平成３０年４月 

         （現職） 

       令和２年４月 

理  事 東  和 浩 自 令和 ４年４月 １日 
産学連携 
担当 

りそなホールディングス 
取締役会長 

ガバナンス体制図

厚生労働大臣

監事 法人の長 会計監査人

理事等（理事会等）

研

究

所

オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー

病

院

事

務

部

門

情

報

統

括

部

監

査

室

独立行政法人

評価制度委員会

内部統制委員会

契約監視委員会

任命 任命 選任

目標等の指示

目標案の諮問・答申等
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（非常勤）   至 令和 ６年３月３１日  令和４年４月 

         （現職） 

       令和３年４月 

理  事 瀧 原 圭 子 自 令和 ４年４月 １日 

政策提言・ 
国際貢献 
担当 

大阪大学キャンパスライフ健康支援
センター特任教授 

（非常勤）   至 令和 ６年３月３１日  平成３０年４月 

       （現職） 

       平成５年４月 

監  事 片 山  登志子 自 令和 ３年７月 １日 
 弁護士 

片山・平泉法律事務所  

（非常勤）   
至 令和８年度財務諸表 

承認日 

 
平成２６年４月 

         （現職） 

       令和２年７月 

監  事 小 川 佳 男 自 令和 ３年７月 １日  公認会計士 
小川公認会計士事務所 

（非常勤）   
至 令和８年度財務諸表 

承認日 

 
令和３年７月 

         （現職） 

   

②会計監査人の名称 

 ＥＹ新日本有限責任監査法人 

（３）職員の状況 

常勤職員は令和 3 年度末現在 1,181 人（前年比 7 人減少、0.6％減）であり、平均年齢は 36.6

歳（前期末 36.7 歳）となっています。このうち、国等からの出向者は 4 人、令和 4 年 3 月 31

日退職者は、149 人です。 

（４）重要な施設等の整備等の状況 

  ①当事業年度に完成した主要な施設等 

    なし 

  ②当事業年度継続中の主要な施設等の新設・拡充 

    なし 

  ③当事業年度に処分した主要な施設等 

    なし 

（５）純資産の状況 

  ①資本金の状況 

区  分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 28,692         0         0 28,692 

資本金合計 28,692       0    0 28,692 

  （注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 令和 3 年度末の資本金（政府出資金）は、28,692 百万円となっています。 

②目的積立金の申請状況、取崩内容等 

   なし 

 

（単位：百万円） 



15 

 

（６）財源の状況 

  ①財源の内訳 

区  分 金  額 構成比率（％） 

収入   

運営費交付金 4,224 11.8% 

長期借入金等 0 0.0% 

施設整備費補助金 0 0.0% 

業務収入 30,340 85.1% 

その他収入 1,109 3.1% 

計 35,673 100.0% 

  （注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

  ②自己収入に関する説明 

当法人の主な自己収入として、診療事業において医療を提供することにより 27,059 百万

円の診療報酬等による医業収益、研究事業においては競争的研究資金の獲得により 2,679

百万円の研究収益、臨床研究事業においては企業からの受託研究等により 417 百万円の研 

究収益を得ています。 

 

（７）社会及び環境への配慮等の状況 

当法人は、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成 12 年法律第 100 号）

第７条第１項」の規定に基づき、「環境配慮の基本方針」を定めており、省資源、省エネルギ

ー廃棄物の減量化、グリーン購入の推進及び化学物質の適正な管理を行い、汚染予防や環境

改善を継続的に行っています。 

 

８．業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

（１）リスク管理の状況 

当法人におけるリスク管理については、理事長がこれを指揮し、かつ、最終的な責任を有

することとされ、運営・管理担当理事（常勤理事）は、理事長を補佐し、リスク管理を総括

します。また、各内部統制推進責任者は、リスク管理責任者として、それぞれの部門におけ

るリスク管理を総括する体制となっています。 

また、平成 27 年の業務方法書の改定により、リスク管理委員会を設置し、当法人全体で対

応すべきリスクの評価、当該リスクへの対応策のとりまとめ及び当該対応策の推進状況の点

検に関して対応することとされました。 

 

部署 内部統制推進責任者 

研究所 研究所長 

オープンイノベーションセンター オープンイノベーションセンター長 

病院 病院長 

事務部門 

 

総務部長、人事部長、企画経営部長、研究振興部長

、財務経理部長 

情報統括部 情報統括部長 

監査室 監査室長 

 

 

 

（単位：百万円） 
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（２）業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

  令和 3 年度においては、洗い出されたリスクに対し、改善指導を継続的に実施していると

ころです。 

また、平成 31 年 1 月の研究倫理審査委員会に報告した倫理指針への重大な不適合事案に 

ついては、研究実施対策の見直し及びガバナンスの強化のため、「研究倫理審査委員会」の

事務局体制強化のための職員 2 名の増員、「臨床研究監査室」の設置と毎年１回の研究倫理

指針の遵守状況や研究の進捗状況等の監査、研究倫理審査委員会の外部委員の増員等を実施

しました。 

併せて、研究不正についての啓発活動の一環として、コンプライアンス研修を年 2 回開催 

することとし、非常勤を含めた職員全員が受講できるよう、DVD 上映及び e-learningを活

用し、受講率 100％を達成しました。 

詳細については、業務方法書又は業務実績評価書をご覧ください。 

 

９．業績の適正な評価の前提情報 

各業務についてのご理解とその評価に資するための各事業の取り組みや実績等の情報につい

ては、当センターのホームページをご覧下さい。 

（ホームページ） 
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（当法人の全体像） 

 
 

10．業務の成果と使用した資源との対比 

（１）自己評価 

令和 3 年度項目別評定総括表                        （単位：百万円） 

項目 評定（※） 行政コスト 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

ⅰ．研究事業（重要度：高、難易度：高、重点化対象） 

担当領域の特性を踏まえた戦略かつ重点的な研究・開発の推進 
Ｓ 4,939 

ⅱ．臨床研究事業（重要度：高、重点化対象） 

実用化を目指した研究・開発の推進及び基盤整備 
Ｓ 1,972 

ⅲ．診療事業（重要度：高、重点化対象） 

医療の提供に関する事項 
Ｓ 29,404 

ⅳ．教育研修事業 

人材育成に関する事項 
A 1,052 

ⅴ．情報発信事業 

医療政策の推進等に関する事項 
A 70 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

業務運営の効率化に関する事項 Ｂ － 

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

財務内容の改善に関する事項 Ｂ － 

Ⅳ．その他の事項 

その他業務運営に関する重要事項 Ｂ － 
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詳細については、業務実績評価書をご覧ください。 

※評語の説明 

・研究開発に係る事務及び事業 

Ｓ：適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果

の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着

実な業務運営がなされている。 

Ｃ：「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工

夫、改善等が期待される。 

Ｄ：「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直

しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 

・研究開発に係る事務及び事業以外 

Ｓ：所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる。 

Ａ：所期の目標を上回る成果が得られていると認められる。 

Ｂ：所期の目標を達成していると認められる。 

Ｃ：所期の目標を下回っており、改善を要する。 

Ｄ：所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める。 

 

（２）当中長期目標期間における主務大臣による過年度の総合評定の状況 

区分 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

評定（※） ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

※評語の説明 

Ｓ：適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の

創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出

や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実

な業務運営がなされている。 

Ｃ：「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、

改善等が期待される。 

Ｄ：「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直し

を含め特段の工夫、改善等を求める。 
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11．予算と決算との対比 

 

区  分 

合   計 

予算額 決算額 差額 備考 

収 入 

運営費交付金 

業務収入 

その他収入 

  計 

 

4,224 

31,738 

843 

36,805 

 

4,224 

30,340 

1,109 

35,673 

 

－ 

△1,398 

266 

△1,133 

 

支 出 

業務経費 

施設整備費 

借入金償還 

支払利息 

その他支出 

    計 

 

32,516 

0 

341 

77 

332 

33,266 

 

32,328 

835 

341 

77 

3,327 

36,908 

 

△188 

835 

－ 

－ 

2,995 

3,642 

 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

予算額と決算額の差額理由については、決算報告書をご覧ください。 

 

12．財務諸表 

①貸借対照表  (http://www.ncvc.go.jp/) 

資 産 の 部 金  額 負 債 の 部 金  額 

流動資産 15,999 流動負債 7,224 

 現金及び預金 7,332 預り補助金 46 

 有価証券 3,000 預り寄附金 160 

 医業未収金 4,833 一年以内返済長期借入金 462 

 棚卸資産 191 買掛金 1,651 

 その他 644 未払金 2,346 

固定資産 71,019 一年以内支払リース債務 335 

 有形固定資産 66,477 前受金 1,045 

 無形固定資産 248 その他 1,179 

 投資その他資産 4,294   

  固定負債 53,993 

   資産見返負債 3,665 

  長期借入金 43,721 

  長期未払金 878 

  リース債務 982 

    引当金 4,300 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 
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  資産除去債務 447 

  負  債  合  計 61,217 

    純 資 産 の 部 金  額 

    資本金 28,692 

    資本剰余金 495 

  
繰越欠損金       △3,386 

純 資 産 合 計 25,801 

資 産 合 計 87,018 負債純資産合計 87,018 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

②行政コスト計算書(http://www.ncvc.go.jp/) 

      金     額 

損益計算書上の費用 37,741 

経常費用 37,516 

臨時損失 224 

その他行政コスト 658 

行政コスト合計 38,398 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

③損益計算書(http://www.ncvc.go.jp/) 

      金     額 

 経常費用（A) 37,516 

  業 務 費 36,467 

  一般管理費 898 

  財務費用 78 

  その他経常費用 73 

 経常収益（B) 36,636 

  運営費交付金収益 3,693 

  補助金等収益 704 

  業務収益 30,323 

  寄附金収益 254 

 資産見返負債戻入 1,275 

 財務収益 2 

  
退職給付引当金見返に係る収益 

その他経常収益 

261 

124  

 臨時損失（C) 224 

 臨時利益（D） 158 

 当期総損失(B-A+D-C) △947 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 
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④純資産変動計算書(http://www.ncvc.go.jp/) 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 純資産合計 

当期期首残高 28,692 1,153 △2,439 27,406 

当期変動額 0 △658 △947 △1,605 

その他行政コスト 0 △658 0 △658 

当期総損失 0 0 △947 △947 

当期末残高 28,692 495 △3,386 25,801 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

⑤キャッシュ・フロー計算書(http://www.ncvc.go.jp/)  

 

      金     額 

 Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（A) 3,267 

  人件費支出 △13,614 

  運営費交付金収入等 5,073 

  自己収入等 30,358 

 その他収入・支出 △18,550 

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（B) △3,835 

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー（C) △668 

 Ⅳ 資金減少額（D=A+B+C） △1,235 

 Ⅴ 資金期首残高（E） 8,567 

 Ⅵ 資金期末残高(F=D+E） 7,332 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

（参考）資金期末残高と現金及び預金との関係(http://www.ncvc.go.jp/) 

 

      金  額 

 資金期末残高 7,332 

 定期預金 0 

 現金及び預金 7,332 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

13．財政状態及び運営状況の法人の長による説明情報 

（１）貸借対照表 

①資産 

令和 3 年度末現在の資産合計は 87,018 百万円と、前年度末と比較して、3,413 百万円減

(3.8%減)となっています。これは、前年度末と比較して、固定資産が 5,127 百万円減 (6.7%

減)となったことと、流動資産が 1,713 百万円増（12.0%増）となったことが主な要因です。 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 
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   ②負債 

令和 3 年度末現在の負債合計は 61,217 百万円と、前年度末と比較して、1,809 百万円減

(2.9%減)となっています。これは、前年度末と比較して、固定負債が 2,155 百万円減(3.8%

減)となったことと、流動負債が 347 百万円増（5.0%増）となったことが主な要因です。 

 

（２）行政コスト計算書 

令和 3 年度の行政コストは 38,398 百万円となります。このうち経常費用が 37,516 百 

万円、臨時損失が 224 百万円、その他行政コストが 658 百万円となっています。 

 

（３）損益計算書 

①経常費用 

令和 3 年度の経常費用は 37,516 百万円と、前年度と比較して、522 百万円増（1.4％増）

となっています。これは、前年度と比較して、業務費が 808 百万円増(2.2%増)となったこ

とと、一般管理費が 281 百万円減（23.8%減）となったことが主な要因です。 

   ②経常収益 

令和 3 年度の経常収益は 36,636 百万円と、前年度と比較して、29 百万円減（0.1％減）

となっています。これは、前年度と比較して、運営費交付金収益が 279 百万円減（7.0％減）、

業務収益が 823 百万円増(2.7％増)、補助金等収益が 13 百万円増（1.8％増）、寄附金収益が

36 百万円減（12.4％減)、資産見返負債戻入が 13 百万円増(1.0％増)、退職給付引当金見返

に係る収益が 288 百万円減（52.4%減）、その他経常収益が 276 百万円減（69.0%減）とな

ったことが主な要因です。 

③当期総損益 

上記経常損益と臨時損益の結果、令和 3 年度の当期総損失は 947 百万円となっていま 

す。 

 

（４）純資産変動計算書 

令和 3 年度の純資産は、資本剰余金が 658 百万円減、利益剰余金が 947 百万円減と 

なった結果、25,801 百万円となっています。 

 

（５）キャッシュ・フロー計算書 

①業務活動によるキャッシュ・フロー 

令和 3 年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 3,267 百万円となり、前年度と比較

して、492 百万円減(13.1%減) となっています。これは、前年度と比較して、運営費交付金

収入や医業収入が増加したものの、人件費支出、その他の業務支出が増加し、研究収入、そ

の他の収入等が減少したことが主な要因です。 

   ②投資活動によるキャッシュ・フロー 

令和 3 年度の投資活動によるキャッシュ・フローは△3,835 百万円となり、前年度と比較

して、2,551 百万円減（198.6%減)となっています。これは、前年度と比較して、有価証券

の取得による支出が 3,000 百万円減（100%減）となったことが主な要因です。 
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   ③財務活動によるキャッシュ・フロー 

令和 3 年度の財務活動によるキャッシュ・フローは△668 百万円となり、前年度と比較し

て、128 百万円減(23.7%減) となっています。これは、前年度と比較して、長期借入金の返

済による支出や、リース債務償還による支出が減少したことが要因です。 

 

14．内部統制の運用に関する情報 

独立行政法人通則法改正に伴う内部統制の充実のため、当法人のミッションを有効かつ効率

的に果たす目的で平成 27 年 4 月に業務方法書へ内部統制システムについて規定し、内部統制委

員会を設置した。令和 3 年度は 4 回の開催しており、適切なガバナンス体制による法人運営に

取り組んでいます。 

 

15．法人の基本情報 

（１）沿革 

平成２２年４月 非特定独立行政法人として設立 

平成２７年４月 国立研究開発法人に移行 

（２）設立根拠法 

高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律 

（平成２０年法律第９３号） 

（３）主務大臣（主務省所管課等） 

厚生労働大臣（厚生労働省医政局研究開発振興課国立高度専門医療研究センター支援室） 
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（４）組織図 （令和３年４月１日現在） 

 

 

 

（５）事務所の所在地 

    大阪府吹田市岸部新町６－１ 

（６）主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況 

当該事業年度は該当ありません。 

 

 

 

理事長 理事会 監事

監査室長

理事長特任補佐

企画戦略局長

執

行

役

員

会

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ室長

健康管理室長

ダイバーシティ人材育成推進室長

研究所長

副院長

副所長

　オープンイノベーションセンター長

副オープンイノベーションセンター長

病院長

副院長

国立高度専門医療研究センター

医療研究連携推進本部

副院長

健康サポートセンター

総務部長

人事部長

企画経営部長

研究振興部長

財務経理部長

最高情報責任者(CIO) 情報統括部長
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（７）主要な財務データの経年比較 

 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

（８）翌事業年度に係る予算、収支計画及び資金計画 

①予算 

区分 合計 

収入  

運営費交付金 3,824 

業務収入 32,528 

その他収入 435 

計 36,787 

支出  

業務経費 33,084 

施設整備費 0 

借入金償還 462 

支払利息 69 

その他支出 335 

計 33,950 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

②収支計画 

区分 合計 

費用の部 38,739 

経常費用 38,739 

業務費用 38,593 

給与費 14,009 

（単位：百万円）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

資　　産 53,351 102,161 92,617 90,432 87,018

負　　債 24,286 71,694 64,369 63,026 61,217

利益剰余金（又は繰越欠損金） 310 1,814 △2,255 △2,439 △ 3,386

経常費用 29,166 29,710 36,072 36,995 37,516

経常収益 30,644 31,228 33,296 36,664 36,636

当期利益〔又は(△)損失〕 1,477 1,504 △4,069 △185 △ 947

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,319 5,929 2,703 3,759 3,267

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 9,218 △ 29,899 △ 15,287 △ 1,284 △ 3,835

財務活動によるキャッシュ・フロー 8,957 28,968 2,073 △ 540 △ 668

資金期末残高 12,145 17,143 6,632 8,567 7,332

区　　　　　分

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 
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材料費 13,151 

委託費 2,645 

設備関係費 6,830 

その他 1,957 

   財務費用 69 

   その他経常費用 77 

  臨時損失 0 

収益の部 38,565 

経常収益 38,565 

運営費交付金収益 3,821 

資産見返運営費交付金戻入 402 

補助金等収益 62 

資産見返補助金等戻入 811 

寄附金収益 260 

資産見返寄付金戻入 16 

財務収益 2 

業務収益 32,528 

医業収益 29,867 

研修収益 29 

研究収益 2,632 

教育収益 0 

その他 0 

土地建物貸与収益 20 

宿舎貸与収益 43 

その他経常収益 599 

臨時利益 0 

純利益 △174 

目的積立金取崩額 0 

総利益 △174 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

③資金計画 

区分 合計 

資金支出 44,492 

業務活動による支出 33,154 

研究業務による支出 3,355 

臨床研究業務による支出 1,530 

診療業務による支出 26,065 

（単位：百万円） 
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教育研修業務による支出 975 

情報発信業務による支出 68 

その他の支出 1,160 

投資活動による支出 0 

財務活動による支出 797 

    次期への繰越金 10,542 

 資金収入 44,492 

  業務活動による収入 36,787 

   運営費交付金による収入 3,824 

   研究業務による収入 2,185 

臨床研究業務による収入 447 

診療業務による収入 29,867 

教育研修業務による収入 29 

その他の収入 435 

  投資活動による収入 0 

  財務活動による収入 0 

長期借入による収入 0 

その他の収入 0 

前期よりの繰越金 7,705 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

詳細につきましては、年度計画をご覧下さい。 

 

16．参考情報 

（１）要約した財務諸表の科目の説明 

①貸借対照表 

    流動資産 

     現金及び預金      ：現金、預金 

     有価証券        ：１年以内に満期が到来する満期保有目的有価証券 

     医業未収金       ：医業収益に対する未収金 

     棚卸資産        ：医薬品、診療材料、給食用材料等 

    固定資産 

     有形固定資産      ：土地、建物、医療用器械等 

     無形固定資産      ：ソフトウェア、電話加入権等 

     投資その他資産     ：看護学生奨学資金 

     流動負債 

     預り補助金       ：国・地方公共団体等からの補助金のうち未実施の部分に該

当する債務残高 

     預り寄附金       ：企業等からの寄附金のうち未実施の部分に該当する債務残

高 
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 一年以内返済長期借入金 ：長期借入金のうち１年以内に返済期限が到来するもの 

     買掛金         ：医薬品、診療材料、給食材料に係る未払債務 

     未払金         ：買掛金以外の未払債務 

     一年以内支払リース債務 ：リース債務のうち１年以内に支払期限が到来するもの 

     前受金         ：業務の実施前に支払を受けたもの 

固定負債 

資産見返負債      ：運営費交付金、寄附金、補助金等の財源で取得した固定資 

産の見合いで計上され、固定資産の減価償却に伴って、資 

産見返負債戻入という収益に振替えられる負債 

長期借入金       ：財政融資資金、借入金であって当初の契約において１年を 

超えて最終の返済期限が到来するもの（一年以内返済長期 

借入金に該当するものを除く） 

長期未払金       ：業者に対する未払金であって当初の契約において１年を 

超えて最終の返済期限が到来するもの 

リース債務       ：ファイナンス・リース取引に係る未払債務（一年以内支払 

リース債務に該当するものを除く） 

引当金         ：将来支払われる退職給付に備えて設定される引当金 

資産除去債務      ：医療用器械備品等の処分時における放射化物の廃棄費用 

純資産 

     資本金         ：政府による出資金 

     資本剰余金       ：国から交付された施設費や寄附金などを財源として取得し 

                  た資産で独立行政法人の財産的基礎を構成するもの 

     繰越欠損金       ：欠損金の累計額 

②行政コスト計算書 

損益計算書上の費用    ：損益計算書における経常費用、臨時損失 

その他行政コスト     ：政府出資金や国から交付された施設費等を財源として取得 

した資産の減少に対応する、独立行政法人の実質的な会計 

上の財産的基礎の減少の程度を表すもの 

行政コスト        ：独立行政法人のアウトプットを生み出すために使用したフ 

ルコストの性格を有するとともに、独立行政法人の業務運 

営に関して国民の負担に帰せられるコストの算定基礎を示 

す指標としての性格を有するもの 

③損益計算書 

業務費          ：独立行政法人の業務に要した費用 

一般管理費        ：法人運営に共通に係る給与費、経費(減価償却費を含む)、全 

職員にかかる退職給付費用等 

    財務費用         ：利息の支払に要する経費 

    その他経常費用      ：保育所運営経費等にかかる費用 

    運営費交付金収益     ：国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識した 

もの 
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    補助金等収益       ：国・地方公共団体等からの補助金等のうち、当期の収益と 

して認識したもの 

    業務収益         ：医業（入院診療、外来診療等）、研修、研究にかかる収益 

    寄附金収益        ：寄附金のうち、当期の収益として認識した収益 

    資産見返負債戻入     ：資産見返負債のうち、減価償却及び除却を通じて当期の収

益として認識したもの 

    退職給付引当金見返に係る収益：退職給付引当金見返を計上したことに伴い認識した収益 

    その他経常収益      ：土地建物貸与や宿舎貸与等の収益 

    臨時損益         ：固定資産除去損、固定資産売却益等 

   ④純資産変動計算書 

    当期末残高        ：貸借対照表の純資産の部に記載されている残高 

⑤キャッシュ・フロー計算書 

    業務活動によるキャッシュ・フロー：独立行政法人の通常の業務の実施に係る資金の状態 

を表し、サービスの提供等による収入、原材料、商 

品又はサービスの購入による支出、人件費支出等が 

該当 

    投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資 

活動に係る資金の状態を表し、固定資産の取得・売 

却等による収入・支出が該当 

    財務活動によるキャッシュ・フロー：増資等による資金の収入・支出及び借入れ・返済に 

よる収入・支出等、資金の調達及び返済などが該当 

（２）その他公表資料等との関係の説明 

事業報告書に関連する報告書等として以下の報告書等を作成しています。 

①第３期中長期計画 

②年度計画 

③業務実績評価書 

④財務諸表 

⑤環境報告書 


